
 

 

 

 

 

 

個別労働関係紛争あっせんの手引 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月 

 

新潟県労働委員会  

 



 

はしがき 
 個々の労働者と事業主の間で紛争が起こった場合、当事者による自主的な話合いに

よる解決が最も望ましいことですが、主張の対立が続き、自主解決が困難になった場

合、当事者に多大な負担を強いることになります。 

 労使間で発生した紛争を公正、適切、かつ迅速に解決するために、労働委員会が間

に入り、それぞれの主張を中立の立場で調整し、話合いにより紛争が解決するようお

手伝いすることを個別労働関係紛争あっせんといいます。 

この手引は、制度の解説や申請書の記入方法等について説明するものです。 

 なお、個別労働関係紛争あっせんは、「労働者個人」と事業主との紛争が対象にな

ります。「労働組合」と事業主との紛争に関しては、労働委員会の「労働争議の調整」

制度がございますので、そちらの手引をご活用ください。 
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個別労働関係紛争あっせんとは       

個個別別労労働働関関係係紛紛争争ととはは   

個別労働関係紛争とは、個々の労働者と事業主との間における、労働条件

その他労働関係に関する紛争のことをいいます。例として、以下のようなも

のが挙げられます。 

・ 事業主から懲戒処分や解雇をされたが、納得できない。 

・ 職場でハラスメントを受け上司に相談したが対応してもらえない。 

・ パートで働いているが、事前に何の説明もなく時給を引き下げられた。 

・ 社員にやむを得ぬ事情で配転命令を出したが、理由なく拒否している。 

個個別別労労働働関関係係紛紛争争ああっっせせんんととはは   

労働者と事業主との間に上記のような紛争が起きてしまったときに、当事

者間での話合いによっては解決が難しい場合も出てきます。 

こうした当事者だけでは解決しにくい紛争を、労働者や事業主から申請が

あれば、経験豊かなあっせん員が当事者の間に入って、双方の主張を調整し、

解決を図る制度を、個別労働関係紛争あっせんといいます。 

ああっっせせんんのの対対象象ととななららなないいとと考考ええらられれるる紛紛争争   

 労働者と事業主との間に発生した紛争全てがあっせんの対象となるわけで

はありません。あっせんの対象とならないと考えられる紛争としては、以下

のようなものが挙げられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※あっせんの対象となるかどうか疑問がありましたら、労働委員会事務局に

ご相談ください。 

○事実の発生から長期間経過しており、的確なあっせんを行うことが困難な紛争  

○他の機関における助言、指導、あっせん等 [例：新潟労働局の個別紛争解決制度 ]が進行中  

又は解決した紛争  

○裁判で係争中又は解決した紛争  

○県外の事業所において発生した紛争  

○労働者の採用募集に関する紛争  

(ただし、採用内定の取消しに関するものはあっせんの対象と考えられます。 ) 

○就業規則や労働協約の改定など事業所全般に関わる制度の創設、見直し等、紛争当事者間

のあっせんにより解決することが不可能である紛争  

○労働関係法令違反について、関係行政機関の対応を求める必要があるもので、あっせんで

の対応が不可能である紛争  

○国家公務員又は地方公務員を当事者とする紛争 (一部例外がございます。) 

○労働組合と事業主の間の紛争 (労働委員会の「労働争議の調整」を御検討ください。) 

○労働条件に関係しない労働者と事業主の個人的な紛争  
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※相手方があっせんに応じない場合、あっせんは打切りとなります。 

※あっせんの対象とならない場合、あっせんは不開始となります。 

あっせんの流れ 

あっせんの申請から終結までの流れは、おおむね下図のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

あっせん申請  

（労働委員会事務局又は労働相談所への申請書の提出) 

あっせん員の指名  (公・労・使の三者構成) 

 

事務局調査  (申請者、申請の相手方にそれぞれ実施) 

※申請者に対しては原則、申請時に行います。 

 

 あっせん  (会場は原則として県庁、現地あっせんも可) 

・あっせん作業（双方からの事情聴取、調整作業）  

・あっせん案の提示  

県の労働相談窓口への相談  

県の労働相談所（新潟・長岡・上越） 

紛争の発生  

(例：解雇、雇止め、配置転換、ハラスメント、内定取消しなど) 

解決  

(あっせん案受諾等) 

案受諾の場合、確認

書を作成します。 

取下げ  

(自主解決、申請者の

都合等) 

取下げはいつでもで

きます。 

打切り  

(解決の見込みなし) 
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ああっっせせんん申申請請   

  あっせんは新潟県内の事業所に勤務している、又は勤務していた労働者（パ

ート、派遣社員等を含む。）と、事業主のどちらからでも申請できます。  

県庁 1 階にある労働相談所で労働相談を受けられた後に、あっせん申請を

される場合等は、労働相談所にあっせん申請書を提出することもできます。 

申請書の様式はこの手引の７、８ページ（記載例は９、１０ページ）です

が、労働委員会事務局、労働相談所に備え付けてあります。また、新潟県労

働委員会のホームページからもダウンロードできます。 

(https://www.pref.niigata.lg.jp/site/roudoui/) 

  

ああっっせせんん員員のの指指名名   

  あっせん員は、学識経験者から選ばれた公益委員、労働組合から推薦され

た労働者委員及び使用者団体から推薦された使用者委員の三者構成を原則と

しています。 

 

事事務務局局調調査査   

    あっせん申請があると、事務局職員が当事者双方から原則、面談で御事情

を伺います。調査では、申請までの経緯や当事者についての基礎情報、当該

紛争についての主張・考え方等をお聞きします。 

なお、相手方があっせんに応じない場合、あっせんは打切りとなります。

あっせんに応じていただくため、申請の相手方への事務局調査にあっせん員

が同行することや、相手方に対し、あっせん員から電話等であっせんへの参

加をお願いすることがあります。 
 

※労働相談所での労働相談後に申請する場合も改めてお話をお伺いします。 

  労働相談所での相談内容について、「労働委員会へ相談内容を提供するこ  

と」に同意していただきますと、調査が迅速・効率的に行えます。  

 

ああっっせせんん   

○○ああっっせせんん会会場場   

あっせんは、原則として県庁で行いますが、当事者双方のご希望を踏ま

え現地あっせん(最寄りの県地域振興局等での開催)にも応じます。 

   あっせん会場のイメージは、11 ページをご覧ください。  
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○○ああっっせせんんにに臨臨むむ紛紛争争当当事事者者のの準準備備   

事案によって異なりますので、一概には言えませんが、  

① 申請に至るまでの交渉経過 

② 紛争についての自らの主張・考え方 

③ 従業員の労働条件の内容 

（就業規則・賃金・賃金体系・従業員の構成等）  

以上のようなことをおおむね説明できるよう準備しておくことが望まし

いです。 

 説明の裏付けとして資料を提出できます (事務局から資料提出をお願い

することもあります)。提出資料について、相手方へは写しを渡さない取扱

いも可能です。 

※資料の中で、個人番号(マイナンバー)の記載がある場合は、マスキン

グ(黒塗り等)した上で提出をお願いします。  

※提出された資料は返却できませんので、必要に応じて写しを取るなど

してください。 

 

○○ああっっせせんん作作業業   

あっせんは、次の①から③までのような作業により行われます。  

あっせんの出席者は、本人を原則とします。事業主側は代表取締役等責

任をもって判断・決定できる方の出席をお願いします。  

また、あっせんの場では、原則、開始及び終了時に当事者双方が同席し

ます。相手方との対面を望まない場合は、事務局にその旨お申出ください。 

 

① 事情聴取  原則として労働者、事業主別々に交渉の経過、主張、

考え方等についてお聴きします。 

② 調整作業  事情聴取が終わると、３人のあっせん員で相談しなが

ら、問題点の整理や解決のための助言など調整を進めま

す。 

③ 結  論  

 

 

 

  

○○ああっっせせんん案案のの提提示示   

  当事者の主張にわずかな違いがあるときや、あっせん案の提示により解

決の見込みがあるときなどに、解決のための案を当事者に提示します。  

  あっせん案を受諾するかどうかは任意ですが、あっせん案が双方又は労

（ア）話合いにより労使が合意  
解 決 

（イ）あっせん案提示  
双方受諾 

双方又は一方拒否 
打切り 

（ウ）解決の見込みが全くないとき 

（エ）日を改めてあっせんを繰り返す   継 続 
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使どちらか一方から拒否されると、あっせんは打切りとなります。 

  

○○確確認認書書のの作作成成   

   当事者双方があっせん案を受諾した場合、その他あっせんにおいて当事

者双方が合意に達した場合に、当事者双方の連名で確認書を作成します。 

   確認書の作成時には、原則押印をお願いしています。あっせん出席時に

は印鑑をご持参ください。 

 

留 意 事 項 
 

① 労働委員会におけるあっせんは、紛争当事者の間にあっせん員が入 

り、当事者による自主的解決のお手伝いをする制度です。  

 当事者の方は、自ら解決するという心構えを忘れず、これまでの経  

緯にこだわることなく、譲り合いの気持ちを持つことが大切です。  

 

② 労働者があっせんを申請したこと及びあっせんにおいて、労働者が  

証拠を提示したり、発言したりしたことを理由として、事業主はその  

労働者を不利益に取り扱わないでください。 

 

③ あっせんの場は非公開としています。また、あっせん員、事務局職 

員は秘密を守りますので、あっせんの際は率直な発言をお願いします。

当事者の方もあっせんの場での発言内容の取扱いには、十分留意して 

ください。 

 

④ あっせんの手続が進行中であっても、労使の自主交渉により解決の  

努力をすることは望ましいことであり、差し支えありません。  

 

 

事 務 局 

  委員は非常勤になっていますので、委員の仕事を整理するため事務局が設

けられています。 

  あっせんに関する質問や相談は、事務局まで御連絡ください。 

 

○名   称  新潟県労働委員会事務局総務課 
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○所 在 地  〒９５０－８５７０ 

新潟市中央区新光町４番地１ 県庁１６階 

○電   話  （０２５）２８０－５５４４ 

  ○メ ー ル  ngt230010@pref.niigata.lg.jp 

○ホームページ https://www.pref.niigata.lg.jp/site/roudoui/ 

 

 

 労働委員会では、この手引でご紹介した「個別労働関係紛争あっせん」のほか

以下の紛争解決についての業務を行っています。 

これらについての詳細は、上記事務局までお問い合わせください。 
 
○ 労働争議のあっせん、調停、仲裁 

○ 不当労働行為の審査 

 

 

新潟県労働相談所のご案内 

  県の労働相談窓口として県庁1階に労働相談所が設けられており、無料で労

働者・事業主双方からの相談をお受けしています。 

なお、労働委員会の個別労働関係紛争あっせんは、労働相談所からも申請

することができます。 

  電話番号：（０２５）２８１―６１１０ 

  ※来所相談、オンライン相談も対応しています（要予約） 
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個別労働関係紛争のあっせん申請書 

 

  年  月  日 

新潟県労働委員会会長 様 

 

 

 

                                      申請者 氏名             

                                     （法人にあっては、名称及び代表者の役職氏名） 

 

 次のとおり、個別労働関係紛争のあっせんを申請します。 

 

 

 

 事 

 

 

業 

 

 

主 

名称 

所在地（〒    －     ） 電話  

        （      ） 

ﾌｧｯｸｽ 

       （      ） 

代表者役職氏名  

労務担当（窓口)職氏名 

事業の種類                           

 

 

 

 労 

 

 

働 

 

 

者 

ふりがな 年齢                      

                

歳 

氏名  

       （  男  ・  女  ）  

住所（〒   －    ） 電話  

     （       ）  

ﾌｧｯｸｽ 

     （       ） 

就業場所の名称  

 

所在地（〒  －    ） 電話  

   （    ） 

ﾌｧｯｸｽ 

   （    ） 

従事内容 役職等 

 

雇用形態   正社員・パート・派遣社員・契約社員・その他（         ） 
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あっせんを希望する内容 

 

 

申請者の主張 相手方の主張 

  

  

  

  

申請までの経過（紛争の経緯がわかるよう、日付順に順をおって、簡潔に記載してく

ださい）  

 

 

 

 

 

 

 

 

労働組合の有無   有（加入の有無 有 ・ 無） ・ 無 ・ 不明 

（注）１ 申請内容を通知するため、相手方(被申請者)に申請書の写し（両面）を交付

します。 

２ 参考となる書類等があれば提出することができますが、返却できませんので、

ご留意ください（申請書以外の提出書類については、相手方へ写しを交付しな

い取扱いも可能です）。  

３ 各欄に書ききれない場合は、必要により紙面を追加してください。  
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記入例：労働者からの申請の場合 

 

個別労働関係紛争のあっせん申請書 

 

令和○○年○月○日 

新潟県労働委員会会長 様 

 

                                      申請者 氏名  労委 太郎    

                                     （法人にあっては、名称及び代表者の役職氏名） 

 

 次のとおり、個別労働関係紛争のあっせんを申請します。 

 

 

 

 事 

 

 

業 

 

 

主 

名称  

   ○○○○ 株式会社 

所在地（〒***－**** ）  

 

○○市○○ ○丁目○番○号 

電話  

 ＊＊＊（＊＊＊）＊＊＊＊ 

ﾌｧｯｸｽ 

＊＊＊（＊＊＊）＊＊＊＊ 

代表者役職氏名       代表取締役社長 ○○ ○○  

労務担当（窓口)職氏名   総務部長 ○○ ○○  

事業の種類         ○○業(例：製造業、小売販売業など) 

 

 

 

 労 

 

 

働 

 

 

者 

ふりがな  ろうい たろう 年齢                      

                

○○  歳  

氏名    労委 太郎  

       （  男  ・  女  ）  

住所（〒***－**** ）  

 

○○市○○ ○丁目○番○号 

電話  

 ＊＊＊（＊＊＊＊）＊＊＊＊ 

ﾌｧｯｸｽ 

＊＊＊（＊＊＊）＊＊＊＊ 

就業場所の名称  

 

 ○○支店 

所在地（〒＊＊＊－＊＊＊＊） 

 
○○市○○ ○丁目○番○号 

電話  

 ＊＊＊（＊＊＊）＊＊＊＊ 

ﾌｧｯｸｽ 

＊＊＊（＊＊＊）＊＊＊＊ 

従事内容  ○○○業務  役職等   

（例：主任、係長など） 

 

雇用形態   正社員・パート・派遣社員・契約社員・その他（         ）  

 

日中に連絡可能な電話番
号を記入してください。 

申請書は、申請内容を通知するため、相手方に写しを渡します。 

 

事務局から事業主
側に連絡を取る相
手方になります。 
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あっせんを希望する内容 

 申請の相手方に何を求めるかを記載（例：解雇の撤回、パワハラについての  

謝罪、金銭の補償 等） 

申請者の主張 相手方の主張 

 当該紛争についての主張を記載（例：  当該紛争についての相手方の主張 

突然解雇されたが具体的な説明がなく を記載（例：経営悪化により、人員 

納得いかないため、解雇撤回を求める。） 削減の必要性があるため解雇撤回は 

 できない。） 

申請までの経過（紛争の経緯がわかるよう、日付順に順をおって、簡潔に記載してください） 

令和○○年○月○日 支店長から口頭で解雇通告。解雇理由について説明を求めたが 

              回答がなかった。 

     ○月○日  再度支店長に対し解雇理由の説明を求めたところ、経営状態 

          が悪化しているためとの回答。 

      

 

 

 

労働組合の有無   有（加入の有無 有 ・ 無） ・ ○無  ・ 不明 

（注）１ 申請内容を通知するため、相手方(被申請者)に申請書の写し（両面）を交付

します。  

２ 参考となる書類等があれば提出することができますが、返却できませんので、

ご留意ください（申請書以外の提出書類については、相手方へ写しを交付しな

い取扱いも可能です）。  

３ 各欄に書ききれない場合は、必要により紙面を追加してください。  

書ききれない場合は別紙に記載。 

※別紙については任意様式ですが、 

日付順に簡潔に記載してください。 

なお、別紙についても申請書の一部として

取り扱います(相手方に写しを渡します)。 



１１ 

 

あっせん会場図(例) 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○原則、あっせんの開始、終了時に当事者が同席します。 

  (相手方との対面を望まない場合は、事務局にその旨お申出ください。) 

  

○労働者側、事業主側にそれぞれ控室が設けられています。 

  あっせん会場へ御入室いただく時は事務局職員が御案内しますので、 

  それまでは控室でお待ちください。 

  

※上の図は、県庁で開催した場合のものです。 

 県庁以外での開催の場合、一部変更となる場合もあります。 

 

事務局  

 

事務局  

 

あっせん員(公) あっせん員(使) あっせん員(労) 

労働者側 事業主側 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別労働関係紛争あっせんの手引 
 

令和５年４月 

新潟県労働委員会 


